
（1）気候変動枠組条約の下での取組
京都議定書の未締結国に対し、引き続き締結を

働きかけます。

現在、温室効果ガスの排出量は地球の吸収量の

2倍以上であり、早期に世界全体の排出量を半分

以下にすることが必要です。2007年5月に提案し

た「クールアース50」では世界全体の排出量を

2050年までに半減という長期目標を掲げていま

すが、この目標の達成に向け、京都議定書の第1

約束期間終了後の2013年以降の次期枠組みが、

米国、中国、インドを含む主要排出国がすべて参

加し、世界全体での削減につながる実効あるもの

となるよう気候変動枠組条約第13回締約国会議

（COP13）で成立したバリ行動計画等の決定に従

い、各国と連携しつつ、様々な機会を捉えて議論

の進展に貢献します。

この中で、2008年1月福田総理がダボスで発表

した「クールアース推進構想」に基づき、①主要

排出国がすべて参加する仕組みづくりや公平な目

標設定に取り組む中で、我が国として主要排出国

とともに、今後の温室効果ガスの排出削減につい

て、国別総量目標を掲げて取り組むこと、②目標

の策定に当たっては、エネルギー効率などをセク

ター別に割り出し、今後活用される技術を基礎と

して削減可能量を積み上げ、また基準年について

も見直すことで、削減負担の公平さを確保するこ

と、③世界全体で2020年までに30％のエネル

ギー効率を改善するという目標を共有するととも

に、こうした取組に向けて途上国を支援するため、

100億ドル規模の新たな資金メカニズム（クール

アース・パートナーシップ）を構築すること、④

革新的技術開発を加速するとともに、低炭素社会

への転換を図ること、などに取り組みます。

さらに、地球温暖化防止のため、地球環境ファ

シリティ（GEF）等の多数国間基金への拠出、二

国間の技術・資金協力の推進、国際海事機関

（IMO）における外航船舶からの温室効果ガス排

出量に関する検討等を引き続き実施します。

クリーン開発メカニズム（CDM）や共同実施

（JI）等の京都メカニズムを更に活用していく観

点から、有望なプロジェクトを正式にCDM／JI

プロジェクトとして実施することができるよう、

政府が一体となって引き続き様々な支援を行いま

す。

これまで行ってきた開発途上国等におけるプロ

ジェクトの発掘及び事業化を更に強化するため、

プロジェクトの実施可能性調査を引き続き行うと

ともに、ホスト国の承認体制やホスト国での事業

ニーズの調査、CDM／JI事業実施マニュアル等、

CDM／JIプロジェクトを実施する民間事業者が

必要とする情報を収集し、効果的に提供します。

また、ホスト国におけるCDM／JIプロジェク

トの受入れに係る制度構築、人材育成及び実施計

画の策定等に対する支援事業についても、引き続

き実施します。

さらに、京都議定書の目標達成のため、我が国

は国内対策に最大限取り組んだとしてもなお目標

達成に不足すると見込まれる差分について、京都

メカニズムを活用したクレジットの取得によって

確実に対応することが必要であり、政府は

NEDOを活用して費用対効果を考慮したクレ

ジットの取得を引き続き行います。

IPCCの評価報告書の執筆・審議に参加する専

門家をサポートする等、IPCCの活動に対する人

的、技術的、資金的な貢献を行います。また、温

室効果ガス排出・吸収量世界標準算定方式を定め

るために IGESに設立されたインベントリータス

クフォースの技術支援組織を引き続き支援しま

す。

（2）気候変動枠組条約外での取組
2008年に我が国で開催するＧ8サミットでは、

環境・気候変動が主要テーマの一つとして取り上

げられることとなっており、「気候変動、クリー

323

平成20年度 環境の保全に関する施策
平成20年度 循環型社会の形成に関する施策

第1章 地球環境の保全
第
1
章

第1節　地球温暖化対策

1 国際的枠組みの下での取組



今後、平成20年3月に改定された京都議定書目

標達成計画に規定された対策・施策について、各

部門において各主体が全力で取り組むことによ

り、森林経営による吸収量の確保、京都メカニズ

ムの活用と併せて、京都議定書第一約束期間の目

標を達成することとしています。

同計画の実効性を確保し、京都議定書の6％削

減目標を確実に達成していくためには、温室効果

ガス別その他の区分ごとの目標の達成状況、個別

の対策・施策の進捗状況について、各種データの

整備・収集を図りつつ、厳格に点検し、機動的に

計画を改定し、対策・施策の強化を行うことが不

可欠です。

そのため、地球温暖化対策推進本部において、

個々の対策について政府が講じた施策の進捗状況

等の点検を毎年厳格に行います。

具体的には、毎年6月頃と年内を目途に、地球

温暖化対策推進本部等において、すべての対策評

価指標等について、進捗状況の点検を行い、進捗

が遅れている項目についての充実強化等や、排出

量が増加傾向にある部門を中心に対策・施策の追

加・強化の検討を進め、また、必要に応じ、毎年

度、目標達成計画を見直すこととしています。

さらに、第1約束期間の中間年度である2010年

度以降速やかに、目標達成のために実効性のある

追加的対策・施策を実施できるよう、2009年度

には、第1約束期間全体（5年間）における我が

国の温室効果ガス排出量見通しを示し、本計画に

定める対策・施策の進捗状況・排出状況等を総合

的に評価し、必要な措置を講じることとしていま

す。

（1）温室効果ガスの排出削減、吸収等に関す
る対策・施策

ア　エネルギー起源二酸化炭素に関する対
策の推進

（ア）低炭素型の都市・地域構造や社会経済シ

ステムの形成

都市整備事業の推進、民間活動の規制・誘導な

どの手法を組み合わせて、集約型都市構造の実現、

都市緑化等の推進、下水道における資源・エネル

ギーの効率的利用等の促進、エネルギーの面的な

利用の促進などを総合的に行うことにより、低炭

素型都市構造を目指した都市づくりを推進すると

ともに、環状道路等幹線道路網の整備や高度道路

交通システム（ITS）の推進等の交通流対策等の

実施により低炭素型の交通システムを構築するこ

とを目指します。この際、エネルギーの需給に関

連する各主体が、他の主体と連携してエネルギー

効率の更なる向上を目指し、他の主体の省CO2化

に積極的に貢献する取組を推進します。街区等の

エリア全体や、個別住宅の省CO2化を推進します。

（イ）部門別（産業・民生・運輸等）の対策・

施策

Ａ．産業部門（製造事業者等）の取組

自主行動計画については、改定目標達成計画に

おいて示したとおり、政府による自主行動計画の

評価・検証を、計画の新規策定や目標引き上げ等

の自主行動計画の更なる深掘・対象範囲の拡大に

加え、目標未達成業種が今後の対策内容（京都メ
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ンエネルギー及び持続可能な開発に関する対話

（Ｇ20対話）」の成果も報告されます。引き続き

中国、インド等の主要排出国の責任ある行動を促

していくためにも、Ｇ8諸国が共通の立場を形成

し、一致団結して臨むよう、我が国はＧ8議長国

として主導的な役割を果たしていきます。また、

主要経済国会合においても、国連の議論への有効

なインプットとなるような成果を目指します。

官民が協力して取り組むクリーン開発と気候に

関するアジア太平洋パートナーシップ（APP）に

おいては、我が国が議長を務める鉄鋼及びセメン

トを始めとする8つの分野のタスクフォースにお

いて、引き続きセクター別に削減ポテンシャル等

の評価、ベストプラクティスの特定、人材育成、

技術開発、技術実証等の活動を進め、GHG排出

削減等に取り組んでいきます。

地球温暖化アジア太平洋地域セミナーを引き続

き開催し、同地域における地球温暖化の諸課題に

ついて交渉から離れた場での意見交換やキャパシ

ティ・ビルディング等を通じた途上国支援に努め

ます。

その他、多国間及び二国間での気候変動に関す

る国際議論において、「クールアース50」及び

「クールアース推進構想」について理解を得られ

るよう働きかけていきます。

2 国内対策



カニズムクレジットの活用も含む）と効果を可能

な限り定量的・具体的に示すよう促すこと、原単

位のみを目標とする業種はCO2排出量も併せて目

標指標とすることを積極的に検討するよう促すこ

と、地球温暖化対策推進法に基づく個別事業所の

排出量データを活用し、先進的な取組事例を定量

的に示すことも含め、更に積極的な情報開示を行

うよう促すこと等の観点を踏まえて行います。中

小企業における排出削減対策の強化のため、中小

企業の排出削減設備導入における資金面の公的支

援の一層の充実や、大企業等の技術・資金等を提

供して中小企業等（いずれの自主行動計画にも参

加していない企業として、中堅企業・大企業も含

む。）が行った温室効果ガス排出抑制のための取

組による排出削減量を認証し、自主行動計画等の

目標達成のために活用する、又は、コンビナート

等の産業集積地において工場排熱を企業間で融通

する等、複数の事業者が共同して自主的に省エ

ネ・排出削減を行う仕組み（エネルギー・CO2共

同削減事業）を構築し、また、省エネルギー効果

の大きい連携事業に対して支援を行います。

Ｂ．業務その他部門の取組

省エネルギー法を改正し、現行の「工場・事業

場単位」による規制から「企業単位」での総合的

なエネルギー管理へ法体系を改正するとともに、

一定規模以上のフランチャイズチェーンについて

チェーン全体を一つの単位としたエネルギー管理

を導入することで、工場・オフィスビル等の実効

性のある省エネ取組の更なる強化を行います。ま

た、建築物の省エネルギー性能の向上のため、建

築物に係る省エネルギー措置の届出等の義務付け

の対象について、一定の中小規模の建築物へ拡大

するとともに、大規模な建築物に係る担保措置を

強化します。また、省エネ効果の高い窓等の断熱

と空調、照明、給湯等の建築設備から構成される

高効率ビルシステムをエネルギー需給構造改革推

進投資促進税制の対象設備に追加するとともに、

建築物等に関する総合的な環境性能評価手法

（CASBEE）の充実・普及、省エネ改修等の建築

物の省エネルギーに関する設計・施工等に係る情

報提供等の推進等を行います。トップランナー基

準については、更に個別機器の効率向上を図るた

め、対象を拡大するとともに、既に対象となって

いる機器の対象範囲の拡大及び基準の強化を図り

ます。また、平成19年3月に閣議決定された新た

な政府実行計画に基づき、政府の事務及び事業に

関し、率先的な取組を実施します。特に、全国の

国の庁舎において、太陽光発電、建物緑化、

ESCO等のグリーン化を集中的に推進します。政

府実行計画に基づく取組に当たっては、2007年

11月に施行された国等における温室効果ガス等

の排出の削減に配慮した法律（平成19年法律第

56号）に基づき、環境配慮契約を実施します。

Ｃ．家庭部門の取組

省エネルギー法を改正し、建築物と同様、住宅

に係る省エネルギー措置の届出の義務付けの対象

について、一定の中小規模の住宅へ拡大するとと

もに、大規模な住宅に係る担保措置を強化します。

また、消費者等が省エネルギー性能の優れた住宅

を選択することを可能とするため、住宅等に関す

る総合的な環境性能評価手法（CASBEE）や住

宅性能表示制度の充実・普及、住宅設備を含めた

総合的な省エネ評価方法の開発を推進し、省エネ

ルギー性能の評価・表示による消費者等への情報

提供を促進します。さらに、住宅の省エネルギー

性能を高めるため、既存住宅において一定の省エ

ネルギー改修（窓の二重サッシ化等）を行った場

合に係る省エネ改修促進税制を創設し、また、製

造事業者等による省エネルギー性能の品質表示制

度を円滑に実施するとともに、その省エネルギー

効果について各種媒体を活用した周知徹底を行う

こととし、住宅リフォーム時に導入可能な各種省

エネ対策について普及啓発を行います。家庭にお

けるエネルギー消費量の約3割を占める給湯部門

においては、従来方式に比べ省エネルギー性能が

特に優れたCO2冷媒ヒートポンプ給湯器等の機器

が開発され製品化されており、これらの機器の加

速的普及を図るため、その導入に対する支援を行

い、事業者による更なる普及を促進するとともに、

小型化・設置容易化等の技術開発を促進します。

Ｄ．運輸部門の取組

自動車単体対策として、世界最高水準の燃費技

術により燃費の一層の改善を図るとともに、燃費

性能の優れた自動車やクリーンエネルギー自動車

の普及等の対策を推進します。合わせて、環状道

路等幹線道路ネットワークの整備や、高速道路の

多様で弾力的な料金施策等により、交通流対策を

推進します。また、地域公共交通の活性化及び再

生に関する法律（平成19年法律第59号）や地域

公共交通活性化・再生統合事業により、地方鉄道

の活性化、都市部におけるLRTやBRTの導入、

乗継の改善等を総合的に支援します。配送を依頼
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する荷主と配送を請け負う物流事業者の連携を強

化し、地球温暖化対策に係る取組を拡大すること

で、物流体系全体のグリーン化を推進します。ま

た、物流体系全体のグリーン化を推進するため、

自動車輸送から二酸化炭素排出量の少ない内航海

運又は鉄道による輸送への転換を促進します。

Ｅ．エネルギー転換部門の取組

発電過程で二酸化炭素を排出しない原子力発電

については、今後も安全確保を大前提に、原子力

発電の一層の活用を図るとともに、基幹電源とし

て官民相協力して着実に推進していきます。また、

原子力等の他のエネルギー源とのバランスやエネ

ルギーセキュリティを踏まえつつ、天然ガスへの

転換等その導入及び利用拡大を推進します。太陽

光や太陽熱、風力、バイオマス等を活用した新エ

ネルギーは、地球温暖化対策に大きく貢献すると

ともに、エネルギー源の多様化に資するため、国

の支援策の充実等によりその導入を促進します。

また、天然ガスコジェネレーションや燃料電池に

ついても推進していきます。

イ　非エネルギー起源二酸化炭素、メタン
及び一酸化二窒素に関する対策の推進

廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の推進に

よる最終処分量の削減や、全連続炉の導入等によ

る一般廃棄物焼却施設における燃焼の高度化、混

合セメントの利用の拡大等を引き続き推進します。

ウ　代替フロン等3ガスに関する対策の推進
産業界の計画的な取組の促進、代替物質等の開

発等、代替物質を使用した製品等の利用の促進、

冷媒として機器に充填されたHFCの法律に基づ

く回収等の施策を、引き続き実施します。

具体的には、改正後の特定製品に係るフロン類

の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（以

下「フロン回収・破壊法」という。）による冷媒

フロン類の回収の徹底や、発泡断熱材、エアゾー

ルなどのノンフロン化をさらに推進するための普

及啓発に取り組みます。また、代替物質を使用し

た製品等の利用を促進するため省エネ自然冷媒冷

凍装置の導入補助等を引き続き行うとともに、液

体PFCの排出抑制対策の確立を支援するため処

理方法の実態や破壊効率等の調査検討を実施しま

す。

エ　森林吸収源による温室効果ガス吸収源
対策の推進

森林吸収量（1990年以降に森林経営活動等が

行われた森林の吸収量）については、1,300万炭

素トン（基準年度総排出量比3.8％）の確保のた

め、現状水準に加え、毎年20万haの追加的な間

伐等の森林整備の実施が必要な状況となっていま

す。

このため、①国産材利用を通じた適切な森林整

備、②森林を支える活き活きとした担い手・地域

づくり、③都市住民・企業等幅広い森林づくりへ

の参画、などの取組を官民一体となって進める

「美しい森林づくり推進国民運動」を展開するな

ど、引き続き幅広い国民の理解と協力のもと、間

伐等の森林整備等の加速化のための支援策を推進

します。

特に、平成20年度においては、前年に引き続

き20万haを超える追加整備量を確保するため、

平成19年度補正予算と合わせ、積極的な取組を

展開します。

（2）横断的施策
ア　温室効果ガス排出量の算定・報告・公
表制度

温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度が

着実かつ適切に実施されるよう、引き続き周知を

図るとともに、報告された排出量等を確実に集計

し公表します。

イ　国民運動の展開
京都議定書の第一約束期間を迎え、より実践行

動を促進するため、政府が推進する国民運動

「チーム・マイナス6％」を通じて、地球温暖化

防止のための普及啓発活動を、テレビ・新聞・雑

誌等、あらゆるメディアを通じて、経済界を始め

とする各界と連携を図りながら、効果的で広範な

集中的キャンペーンを実施し、国民や産業界等の

ライフスタイルの変革を促す国民運動を推進しま

す。

ウ　環境税等の経済的手法
環境税等の経済的手法については、第7章第8

節参照。

エ　国内排出量取引
確実かつ費用効率的な削減と取引等に係る知

見・経験の蓄積を図るため、自主参加型の国内排

出量取引制度を引き続き実施します。また、今後

より有用な知見・経験を蓄積する観点から、参加

者の拡大、参加方法の多様化及び検証方法の効率

化を図る等同制度を拡充していきます。

国内排出量取引制度については、中期的な我が

国の温暖化に係る戦略を実現するという観点も含
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め、2007年度の評価・検証により見込まれる、

産業部門の対策の柱である「自主行動計画の拡

大・強化」による相当な排出削減効果を十分踏ま

えた上で、他の手法との比較やその効果、産業活

動や国民経済に与える影響、国際的な動向等の幅

広い論点について、具体案の評価、導入の妥当性

も含め、総合的に検討していくべき課題です。

オ　地球温暖化対策推進法の改正
京都議定書上の6％削減目標を達成するため、

排出量が伸び続けている業務その他部門・家庭部

門への対策を中心に抜本的に強化することが必要

であることから、京都議定書目標達成計画に定め

られた削減対策を確実に担保するための措置の一

つとして、地球温暖化対策推進法改正案を平成

20年3月に閣議決定し、第169回通常国会に提出

しました。改正案には、事業活動に伴う排出抑制

等を促進するため、事業者に対する排出抑制等指

針を策定・公表するとともに企業単位・フラン

チャイズ単位での算定・報告を導入し、温室効果

ガス排出量算定・報告・公表制度を見直すととも

に、地域における取組を促進するため地方公共団

体実行計画を拡充することなどの措置を盛り込ん

でいます。

（3）基盤的政策
ア　排出量・吸収量算定手法の改善等
気候変動に関する国際連合枠組条約に基づき、

温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）を

報告します。また、温室効果ガス排出量・吸収量

の更なる精度等の向上に向けた算定方法の改善を

必要に応じて行います。さらに、情報解析などを

行うほか、インベントリ作成の迅速化等を図りま

す。

イ　地球温暖化対策技術開発の推進
技術開発は、京都議定書目標達成計画において、

その普及を通じて、環境と経済の両立を図りつつ、

将来にわたり大きな温室効果ガス削減効果が期待

できる取組として位置付けられており、第3期科

学技術基本計画や分野別推進戦略に関係する各府

省が連携し、産学官で協力しながら総合的に推進

します。

ウ　観測・調査研究の推進
地球温暖化の実態を解明し、科学的知見を踏ま

えた一層適切な対策を講じるため、地球環境研究

総合推進費等を活用し、現象解明、将来予測、影

響評価及び対策に関する研究を総合的に推進しま

す。

地球温暖化分野の観測に関わる関係府省・機関

が参加する連携拠点の運営や人工衛星（GOSAT）

（第7章第3節1（5）参照）等を用いた温室効果

ガスの観測技術の開発を行う等、温室効果ガス、

気候変動及びその影響等を把握するための総合的

な観測・監視体制を強化するとともに、気候変動

影響に対して脆弱なアジア太平洋地域を中心に、

影響の監視・評価を行うネットワークの構築を進

めることを通じ、同地域の温暖化対策への積極的

参加を促します。

第2節　オゾン層保護対策

特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関す

る法律に基づき、オゾン層を破壊する物質に関す

るモントリオール議定書（以下「モントリオール

議定書」という。）に定められたHCFC等のオゾ

ン層破壊物質の生産規制等を着実に実施するとと

もに、その排出抑制、使用合理化の一層の促進に

努めます。また、人工衛星に搭載するオゾン層観

測センサーの開発等に取り組みつつオゾン量、オ

ゾン層破壊物質及び有害紫外線の観測・監視等を

実施します。

開発途上国におけるオゾン層保護対策を支援す

るため、議定書に基づく多数国間基金への拠出、

研修員の受入れや専門家の派遣を含む二国間協力

事業を引き続き推進するなど、開発途上国への技

術協力を行います。さらに、アジア地域のオゾン

層保護担当官を日本に招へいし、ネットワーク会

合を開催するなど、アジア地域におけるモントリ

オール議定書遵守対策の加速化、フロンの回収・

再利用・破壊に係る体制整備の促進を図ります。

改正フロン回収・破壊法の円滑な施行を図ると

ともに地方公共団体及び関係業界に対しても更な

る協力を求め、フロン類の回収・破壊の徹底、代

替物質の普及促進等を行います。



ロンドン条約1996年議定書の締結に伴い改正

された海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法

律（昭和45年法律第136号。以下「海洋汚染防止

法」という。）に基づき平成19年4月から導入さ

れている廃棄物の海洋投入処分に係る許可制度の

適切な運用を引き続き行います。また、平成19

年の海洋汚染防止法の改正で創設した二酸化炭素

の海底下への貯留に係る許可制度の適切な運用を

図るべく、環境影響評価やモニタリング等の海洋

環境の保全上適正な管理手法の高度化に関する開

発を行います。

また、MARPOL73/78条約附属書IIの規定に基

づく査定制度の適切な運用を図ります。

さらに、平成17年5月に発効した船舶からの大

気汚染を防止するためのMARPOL73/78条約附

属書VIに基づく国際規制の実効性の確保に引き

続き努めます。IMOにおけるNOx、SOx等の船

舶からの排出ガスの規制強化の議論に積極的に参

画していきます。

平成16年に採択されたバラスト水管理条約の

早期発効に向けた環境整備を推進し、また、日本

における処理装置の認証に関する体制整備のため

の検討を引き続き行います。

平成18年9月から開始された任意によるIMO

加盟国監査制度について、我が国は、同制度の早

期定着に向け、監査員研修を実施する等し、国際

的な協調・連携を進めていきます。リサイクル

ヤードからの海洋環境の汚染等が問題視されてい

るシップリサイクル（船舶の解撤）に関しては、

問題解決のため、IMOにおいて新条約案及び関

連するガイドライン案に関する審議が行われてお

り、引き続き我が国も当該審議に積極的に参画し

ていきます。

日本近海の開発利用状況等を踏まえ、関係省庁

が連携して、海洋環境の総合的な調査の実施等の

調査研究、東アジア地域の沿岸国間によって共有

される海洋環境に関する情報交換の円滑化等の国

際協力の推進等に努めます。

また、PEMSEAにおいては、SDS-SEAの実施

に向けた取組を進めます。
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2 黄砂対策

日本、中国及び韓国の三カ国黄砂局長会合や共

同研究等を通じて、国際的な黄砂モニタリング

ネットワークや早期警報システムの構築に向けた

技術的な貢献を行う等、関係各国と密接に連携・

協力しながら黄砂対策に取り組みます。

国内においては、黄砂の我が国への飛来実態

（特に黄砂とともに輸送される大気汚染物質）を

把握するための調査を行うとともに、黄砂観測装

置（ライダー装置）によるモニタリング及び情報

提供を更に進めます。

第4節　海洋環境の保全

1 海洋汚染等の防止に関する国際的枠組みと取組

東アジア酸性雨モニタリングネットワーク

（EANET）の活動に対し、資金の拠出や技術的な

助言を行う等、引き続き積極的に支援します。ま

た、EANETの今後の発展・拡大に向けて、

EANETの活動の基盤強化に係る議論に積極的に

参画・支援します。

国内においても、酸性雨の実態を長期的に把握

し、酸性雨による被害を未然に防止する観点から、

「酸性雨長期モニタリング計画」に基づき、酸性

雨測定所等における湿性・乾性沈着モニタリン

グ、湖沼等を対象とした陸水モニタリング、土

壌・植生モニタリングを着実に実施します。

第3節　酸性雨・黄砂に係る対策

1 酸性雨対策
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2 未然防止対策

海洋汚染の未然防止対策の一環として、日本に

寄港する外国船舶に対して立入検査を行い、

MARPOL73/78条約等の基準を満たしているか否

かを確認するポートステートコントロール（PSC）

を引き続き的確に行います。船舶によって輸送さ

れる化学物質に関しては、海洋汚染防止法に基づ

き、海洋環境保全の見地からの有害性の確認がな

されていない液体物質（未査定液体物質）の査定

を行います。

また、「海洋環境保全推進月間」等において、

海洋環境保全講習会等を通じ、海洋環境保全思想

の普及啓発に努めるとともに、海事関係者等に対

する指導を引き続き実施します。

船舶の不法投棄については、「廃船指導票」を

貼付することにより、投棄者自らによる適正処分

の促進を図ります。

3 排出油等防除体制の整備

環境保全の観点から油等汚染事件発生に的確に

対応するため、OPRC-HNS議定書及び国家的な

緊急時計画に基づき、関係地方公共団体、民間団

体等に対する研修・訓練の実施、傷病鳥獣の適切

な救護体制の整備、脆弱沿岸海域図の作成等を推

進します。大規模石油災害時に油濁災害対策用資

機材の貸出しを行っている石油連盟に対して、当

該資機材整備等のための補助を引き続き行いま

す。また、油防除・油回収資機材の整備を推進す

るとともに、油汚染防除指導者養成のための講習

会及び実地訓練等を実施する民間団体に対して補

助を行うとともに、流出油が海洋生態系に及ぼす

長期的影響調査を実施します。

船舶の衝突事故等により排出された有害液体物

質の防除等に係る国家的な体制を確立するために

改正された海洋汚染等防止法の施行を受け、油に

加え有害液体物質等の排出事故等に的確に対応す

るため、巡視船艇・航空機の常時出動体制の確保、

防除資機材の配備、関係機関等との連携強化など

官民一体となった排出油等防除体制の充実に努め

ます。また、沿岸域における情報整備として「沿

岸海域環境保全情報」の整備を引き続き行い、情

報の充実を図ります。さらに、詳細な海潮流デー

タを漂流予測情報に活用していくとともに、油等

の海上浮遊物の防除活動に資するため、一週間程

度の長期にわたる漂流予測情報の精度向上を図っ

ていきます。

2000年の危険物質及び有害物質による汚染事

件に係る準備、対応及び協力に関する議定書（以

下「OPRC-HNS議定書」という。）に関しては、

OPRC-HNS議定書及び国家的な緊急時計画に基

づき、環境保全の観点から油等汚染に的確に対応

するため、油等汚染事故により環境上著しい影響

を受けやすい海岸等に関する情報を盛り込んだ図

面（脆弱沿岸海域図）の更新のための情報収集等

を行うとともに油等汚染事故への準備・対応に関

する国際的な連携の強化、技術協力の推進等の国

際協力に関する業務を推進します。このほか、

NOWPAPの活動への積極的な参加や支援を通じ

て、NOWPAPの推進を図ります。

漂流・漂着ゴミの問題については、NOWPAP

の枠組みを利用した国際的な協力体制の構築に向

けて、国内外の実態に関する情報収集や普及啓発

等を推進します。また、平成19年3月に漂流・漂

着ゴミ対策に関する関係省庁会議が取りまとめた

当面の施策のフォローアップを行い、国の取組に

ついて適切に推進します。

海洋環境保全に関しては、日本周辺海域の海洋

環境の現状を把握するとともに、国連海洋法条約

の趣旨を踏まえ、領海、排他的経済水域における

生態系の保全を含めた海洋環境の状況の評価・監

視のための総合的・系統的な海洋環境モニタリン

グを行います。また、日本周辺海域や閉鎖性の高

い海域等において海水及び海底堆積物中の油分、

PCB、重金属等の海洋汚染調査を実施します。

さらに、バックグラウンドレベルの放射能の調査

の一環として、日本周辺海域の海水、海底土中に

含まれる放射性核種の分析を行います。加えて、

東京湾においては、人工衛星による赤潮等の常時

4 監視等の体制の整備



南極地域の環境保護の促進を図るため、観測、

観光、冒険旅行、取材等に対する確認制度等を運

用し、南極地域の環境保護に関する普及啓発を行

うなど、「環境保護に関する南極条約議定書」及

びその国内担保法である南極地域の環境の保護に

関する法律の適正な施行を推進します。また、平

成17年6月の南極条約協議国会議で採択された環

境上の緊急事態に対する責任について定めた議定

書附属書について、引き続き対応を検討します。

さらに、南極地域における基地等が周辺環境に与

える影響をモニタリングする計画を立案するよう

に各国に義務付ける南極条約協議国会議勧告の発

効を見据え、モニタリングの実施に必要な技術指

針を作成します。
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第5節　森林の保全と持続可能な経営の推進

森林原則声明及びアジェンダ21などを踏まえ、

世界の森林の保全と持続可能な経営の推進を目指

し、①国連森林フォーラム（UNFF）における国

際的な検討に積極的に参加し、「全てのタイプの

森林に関する法的拘束力を有さない文書（NLBI）」

及び多年度作業計画（MYPOW）の着実な実施

を目指すとともに、②アジア森林パートナーシッ

プ（AFP）、森林法の施行及びガバナンス

（FLEG）の関係会合等を通じた地域的取組の推

進、③国際熱帯木材機関（ITTO）、国連食糧農業

機関（FAO）等の国際機関を通じた協力の推進、

④国際協力機構（JICA）、国際協力銀行（JBIC）

等を通じた二国間の技術・資金協力の推進、⑤熱

帯林の保全等に関する調査・研究の推進、⑥民間

団体の活動の支援による国際協力の推進等に努め

ます。

特に、国等による環境物品等の調達の推進等に

関する法律（以下「グリーン購入法」という。）

に基づく、合法性が証明された木材・木材製品を

調達の対象とする方針が、政府機関に限らず、民

間調達においても普及されるよう、事業者、木材

製品などの最終消費者及び一般国民に対して働き

かけていきます。

第6節　砂漠化への対処

砂漠化対処条約（UNCCD）に関する国際的動

向を踏まえつつ、アジア地域を中心として、同条

約に基づく取組を推進します。具体的には、同条

約への科学技術面からの貢献を念頭に、砂漠化の

評価と早期警戒の研究や、砂漠化対処のための技

術の活用に関する調査などを進めます。また、二

国間協力や、民間団体の活動支援等による国際協

力の推進に努めます。

第7節　南極地域の環境の保護

5 監視取締りの実施

海上環境事犯については、沿岸調査や情報収集

の強化、巡視船艇・航空機の効率的活用等により

日本周辺海域及び沿岸の監視取締りを強化してい

きます。また、引き続き潜在化している廃棄物・

廃船の不法投棄事犯や船舶からの油不法排出事犯

に重点を置き、悪質な海上環境事犯の徹底的な取

締りを実施します。

監視を行います。日本周辺海域及び西太平洋海域

において、海水中の重金属、油分等の海洋汚染物

質の定期観測を引き続き実施します。




